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１ はじめに

現在の離島地域においては、平成の市町村合併に伴い、他の市町村に吸収されるという形で、こ

れまでの独自の行政サービスが廃止された市町村も少なくない。また、離島に橋が架けられ、陸続

きになった地域もみられる。しかしながら、行政区域や島をめぐる社会整備が変化するなかで、そ

こで生活する住民の暮らしは今も昔も変わることはない。その地域の伝統あるいは、文化的風土を

大切にしながら、離島生活者は日々生活している。

筆者らはこれまで離島生活高齢者の生活問題について研究を行ってきた。研究対象地は長崎県高

島・伊王島である（１）。２００７年（平成１９）年３月から定期的に現地に入り、２０１０（平成２２）年９月の

調査まで計９回にもおよぶ現地調査を進めてきた。これまでの調査を通して、炭鉱かつ離島という

特有の諸条件を有するまちとして、炭鉱閉山後の住民、特に高齢者を対象に聴き取り調査を行い、

また地域の商店・学校・警察署等にも出向き、地域の声を拾ってきた。その研究結果はすでに発表

済みである（２）。

これまでの研究では離島生活高齢者を対象課題として、聴き取り調査の内容からそこで暮らす住

民の生活実態を把握し、生活問題を構造的に分析していった。しかしながら、離島地域をめぐる法

整備に関する分析や、子どもから高齢者までを含めた両島が抱える住民ネットワーク形成の課題に

ついて論究するには及ばなかった。

そこで本論文では、これまでの研究結果と新たな現地調査を踏まえ、現在の離島地域をめぐる諸

問題を通して、そこで暮らす住民の生活とそれに関連する福祉課題について考察を試みることとす

る。そして、離島地域のなかでも炭鉱のまちとして栄えてきた長崎県高島・伊王島で暮らす住民の

ネットワーク構築へ向けた生活支援のあり方について、若干の検討を行っていきたい。

炭鉱閉山後の離島地域における住民ネットワーク
構築へ向けた生活支援のあり方
～長崎県高島・伊王島の現地調査を通して～
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表１ 離島振興対策実施地域の概要（平成２２年４月現在）

区分 合計 内地 北海道

地域数 ７６ ７１ ５

指定有人島数 ２５８ ２５２ ６

面積 ５，２２５� ４，８０８� ４１７�
対全国比 １．３８％ １．２７％ ０．１１％

人口 ４２９千人 ４１５千人 １４千人

対全国比 ０．３４％ ０．３３％ ０．０１％

関係市町村数 １１０ １０４ ６

※人口は平成１７年国勢調査による
出典：国土交通省ホームページ http://www.mlit.go.jp/crd/chirit/ritoutoha.html

２ 離島地域を取り巻く現在の状況と法整備

� 離島地域をめぐる全国的な傾向

� 離島地域の現況

離島振興法に基づく離島振興対策実施地域は、平成２２年４月現在、７６地域（２５８島、１１０市町村）

が指定されており、このうち、国土交通省が毎年度、離島振興計画の実施のために必要な公共事業

関係予算を一括計上し、その振興を図っている島は北海道内の６島を除く２５２島（１０４市町村）であ

る。２５８島の面積は５，２２５�で、我が国の総面積に対して１．３８％となっている（表１を参照）。

� 離島地域の人口等の動向

離島振興対策実施地域の人口総数は長期間にわたり減少を続けて、その減少率は１９６５（昭和４０）

年から１９７０（昭和４５）年の１２．１％をピークに、昭和５０年代からは鈍化傾向を続けており、平成１２年

から平成１７年までの最近の５か年では８．２％となっている（表２を参照）。年齢階層別人口割合（平

成１７年国調）は、１４歳以下の年少人口は１２．６％（全国１３．７％）、１５～６４歳までの生産年齢人口は５４．４％

（同６５．８％）、６５歳以上の老年人口は３３．０％（同２０．１％）となっており、特に高齢化比率（老齢人

口）の３３．０％は、過疎地域、奄美等他のハンデキャップ地域と比べても高いという状況となってい

表２ 人口の推移 （単位：人）

離島人口 対前５年比 全国人口 対前５年比

１９６０（昭和３５）年 ９２３，０６２ － ９４，３０１，６２３ －

１９６５（昭和４０）年 ８３７，９４９ －９．２％ ９９，２０９，１３７ ＋５．２％

１９７０（昭和４５）年 ７３６，７１２ －１２．１％ １０４，６６５，１７１ ＋５．５％

１９７５（昭和５０）年 ６６６，３４１ －９．６％ １１１，９３９，６４３ ＋７．０％

１９８０（昭和５５）年 ６３０，５３８ －５．４％ １１７，０６０，３９６ ＋４．６％

１９８５（昭和６０）年 ５９７，４８７ －５．２％ １２１，０４８，９２３ ＋３．４％

１９９０（平成２）年 ５４６，５０５ －８．５％ １２３，６１１，１６７ ＋２．１％

１９９５（平成７）年 ５０９，１０５ －６．８％ １２５，５７０，２４６ ＋１．６％

２０００（平成１２）年 ４７２，３１２ －７．２％ １２６，９２５，８４３ ＋１．１％

２００５（平成１７）年 ４３３，７１２ －８．２％ １２７，７６７，９９４ ＋０．７％
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る（表３を参照）。また、産業別の就業人口構成（平成１７年国調）は、第１次産業２４．２％、第２次

産業１７．６％、第３次産業５８．２％となっており、全国の値である４．９％、２６．６％、６８．５％に比べて、

第１次産業の比率が大きく、島の経済活動における漁業や農業等の第１次産業の役割が相対的に大

きい。

� 離島振興法の概要

� 法律の制定

離島振興法は離島地域を有する地方公共団体等の要望の高まりを背景に、１９５３（昭和２８）年、議

員立法によって１０年間の時限立法として制定された。その後、離島振興法の延長が１０年置きになさ

れ、現行の離島振興法は、２００２（平成１４）年７月１９日に「離島振興法の一部を改正する法律」が公

布され、翌年２００３（平成１５）年４月１日から施行されている。適用期間を２０１３（平成２５）年３月３１

日までの１０年間延長することとしている。

� 離島振興法に基づく離島振興施策

国土交通大臣、総務大臣および農林水産大臣は国土審議会の意見を聴いたうえで、離島振興対策

実施地域の指定ならびに離島振興基本方針（以下、基本方針）を策定しなければならない（法第２

条および第３条）。基本方針に基づいて関係都道府県は離島振興計画を定めなければならない（法

第４条）。関係都道府県によって策定された離島振興計画では、地方公共団体等にとって次のよう

な事業の実施が定められている（法第５条）。

【離島振興法に基づいて離島振興施策】

・国の予算への計上（法第６条）

・地方債についての特別な配慮（法第８条）

・医療の確保等（法第１０条）

・高齢者の福祉の増進への配慮（法第１１条）

・交通の確保への特別な配慮（法第１２条）

・情報の流通の円滑化及び通信体系の充実への配慮（法第１３条）

・農林水産業の振興への配慮（法第１４条）

・教育の充実への配慮（法第１５条）

表３ 人口減少率と高齢者比率

年度 離島 過疎 半島 奄美 全国

Ｈ２～Ｈ７ ▲６．８％ ▲５．２％ ▲１．７％ ▲４．９％ ＋１．６％
人口減少率 Ｈ７～Ｈ１２ ▲７．２％ ▲５．４％ ▲２．３％ ▲２．６％ ＋１．１％

Ｈ１２～Ｈ１７ ▲８．２％ ▲５．４％ ▲３．７％ ▲４．４％ ＋０．７％

Ｈ７ ２４．９％ ２５．２％ ２１．１％ ２２．９％ １４．５％
高齢者比率 Ｈ１２ ２９．４％ ２９．５％ ２４．６％ ２５．８％ １７．３％

Ｈ１７ ３３．０％ ３０．２％ ２７．５％ ２７．７％ ２０．１％

出典：国土交通省ホームページ http://www.mlit.go.jp/crd/chirit/ritoutoha.html
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・地域文化の振興への配慮（法第１６条）等

� 国の負担又は補助の特例

離島振興計画に基づく国の負担又は補助の特例については、下記の項目となっている。

・港湾、漁港、道路、空港、義務教育施設、保育所、消防機械器具設備（法第７条第１項）

・災害復旧事業（同条第５項）

・簡易水道（同条第６項）

・他の政令による特例措置（海岸、土地改良等）（同条第７項）

・教員住宅等（同条第８項）

３ 長崎県高島・伊王島における離島振興計画の実施状況とその問題点

� 両島の離島振興計画

長崎県は離島振興法に基づき国が策定した基本方針をもとに、２００３（平成１５）年６月に「長崎県

離島振興計画」を策定した。目標年度は２０１２（平成２４）年度である。ここでは、高島・伊王島の振

興計画を踏まえ、現地調査からみた計画の達成状況について分析を行っていきたい。

� 高島地域振興計画の内容

１）基本方針

水産業の振興及び観光交流の促進を基本理念としている。具体的には、飛鳥磯釣り公園、海水浴

場、キャンプ場の既存施設と海水温浴施設「いやしの湯」及びふれあい多目的公園の活用によって、

交流人口のさらなる拡大をめざす「観光交流の島づくり」を掲げている。

２）基本的方向性

マリンレジャーを中心とした観光レクリエーションを活かした広域的観光ルートの形成による地

域振興を推進するため、航路の充実を図るとともに、高齢者をはじめとした住民が安心して暮らせ

るまちづくりに努める。

○当地域は、「島」という特徴を生かして、新マリノベーション拠点交流促進総合整備計画に

基づき、「観光交流の島」を目指す。

○このため、島の重要な交通機関である長崎港との定期航路の充実を図るとともに、物資流通

の円滑化のため高島港の整備を図る。

○また、水産業の振興について、マリノベーション計画を中心として、種苗放流の実施、漁場

の整備開発等、つくり育てる漁業の推進を図るとともに、担い手育成の推進、流通機構の整

備を図る。

○さらに、生活排水路の整備、町内環境美化などを推進し、快適な居住環境の整備を図るとと

もに、医療や高齢者福祉等の充実に努める。

３）計画の内容

ア 交通施設の整備その他に関する事項

高島町の主要航路として、長崎・伊王島・高島の定期航路が１日１０便あり、片道３５分を要
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する。観光客等の利便を図るため、今後、料金の適正化、船舶の大型化を図る。陸上交通に

ついては、島内道路の整備を図り、循環バス路線の維持、確保に努める。

また、定期船利用者の利便性と快適性向上のため、港湾の整備を図るとともに、旅客ター

ミナル周辺の緑化を行い、「観光交流のしまづくり」にふさわしい玄関口の整備を行う。

イ 生活環境整備に関する事項

簡易水道施設、漁業集落排水施設及び公共下水道は、現有施設で充足されているが、今後

とも施設の維持管理に努める。また、高齢者や障害者等に配慮した住宅の整備促進を図ると

ともに、島の美観と住民がふれあう場の創出のために、住宅周辺の道路、広場等の環境及び

景観整備を推進する。

ウ 医療の確保に関する事項

町立診療所は、島民への医療サービスの提供に貢献しているが、医療技術の進歩による医

療の高度化、専門化にともない、より質の高いサービスが求められる状況にあり、診療機能

をさらに充実させるため、高度の医療機器の導入を図るとともに、救急患者を島外の高度な

医療機関へ搬送するための救急艇の建造などに努める。

また、地域住民の生活習慣病に対する予防対策として、食生活など生活習慣の改善、健康

教育、健康相談等の一次予防の充実・強化に努める。

エ 高齢者の福祉その他の福祉の増進に関する事項

平成２４年の高齢者人口は、３５０人（人口７００人）、老年人口比率は５０％と予測される。この

ように高齢化が進行する中にあって、保健師、ホームヘルパー等マンパワーの養成と資質の

向上に努め、機能訓練等の推進を図るとともに、ホームヘルパー派遣事業、既存施設の老人

ホームを利用したショートステイ及びデイサービスセンターを活用した各種福祉サービスの

充実を図る。

また、老人クラブ活動への参加によるふれあいと生きがいのある暮らしを推進する。さら

に、心身障害者（児）の日常生活の支援を行い、児童・障害者福祉の充実を図る。

オ 教育及び文化の振興に関する事項

ふれあいセンターを活用した各種研修活動や実践活動を通じて、生涯学習を推進するため

の指導者育成に努める。また、数多い歴史的資産の保存・活用、及び地域文化の伝承を推進

し、地域への愛着感を醸成し、町民一人ひとりが学ぶ心を養うとともに、次世代を担う子供

達の教育の充実を図る。

カ 観光の開発及び交流の促進に関する事項

長崎市の近郊に位置し、しまの周囲を海に囲まれ風光明媚であるため、市町村合併を見据

えた広域的な観光開発の推進を図り、マリノベーション計画を核とした特色ある交流型観光

のしまを目指す。交流の拠点施設として、海水を使った本格的なアイランドテラピー癒しの

場を整備し、腰痛予防・ダイエット等の健康教室等の開催を通じて、幅広い年齢層を対象と

した通年型集客による交流人口の増加を図る。

また、ふれあい多目的運動公園については、ソフトボール教室、テニス教室等のスポーツ
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教室や各種イベントの開催により、スポーツ愛好者等の集客を図る。

一方、釣り公園や海水浴場などマリンレジャーを中心としたレクリエーション空間を備え

るなど、リゾート感覚として地域全体を味わえるようなしまづくりを構築する。

② 伊王島地域振興計画の内容

１）基本方針

本地域が目指すまちづくりは、本地域に住む人だけでなく、本地域を訪れる人も含めて、全ての

人が主役となれる新しいタイプのリゾートを目指したまちづくりを目的としている。そこでこのよ

うなまちづくりを、一定住と交流のハイブリッドリゾート・伊王島－「元気・根気・呑気のまちづ

くり」と定め、

・賑わいと活力を生み出す元気のまちづくり

・快適な暮らしをささえる根気のまちづくり

・創造性と潤いをはぐくむ呑気のまちづくり

のイメージのもとに、リゾート空間の再開に努め、観光交流の拡大を図るとともに、伊王島大橋の

早期完成を推進することを基本理念とする。

２）基本的方向性

振興の基本的方向性として、元気・根気・呑気まちづくりを行うにあたり、

・伊王島大橋による本土化へ対応したまちの骨格をつくる。

・住む人、訪れる人が羨み、住んでみようと思えるような快適な定住環境を創造する。

・島全体を生かしたリゾート空間づくりを推進し、多くの人々が集い憩える交流・交歓型の地

域をつくる。

・有能な人材を育て、活用することはもちろん、外部からも有能な人材を取り込み、活力ある

地域をつくる。

以上の４つの戦略的テーマを掲げ、市町村合併による長崎市を中心とした新たな行財政基盤の整

備、高度情報化の進展、少子・高齢化など新しい時代潮流への対応を図ることにより、地域振興を

推進するものとする。

３）計画の内容

ア 交通施設の整備その他に関する事項

交通施設の整備については、伊王島大橋の早期完成による本土化を目指すとともに、架橋

事業に進捗にあわせ島内幹線道路や生活道路を拡幅する。また改良、駐車場の整備など、本

土化に対応できる交通体系を構築するとともに、島内交通バスの運行充実を図る。

イ 生活環境の整備に関する事項

水道施設については、現在長崎市との分水協定により、給水を受け水資源の確保を図って

いるが、島内配水管、海底水道管の老朽化が著しいことから、平成１０年度から基幹改良整備

を行っている。なお、海底水道管については、架橋事業の進捗にあわせ、橋への移設を検討

する。

下水道施設については、平成１０年度より公共下水道事業に着手し、平成１５年度より一部供
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用開始されることとなっており、本地域の全区域を年次毎に整備し、生活雑排水による公共

用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の向上を図る。

ごみ処理については、分別収集の徹底を強化することで、リサイクル活動を推進し、資源

の有効活用により、ごみの減量化を図っていく。し尿処理については、公共下水道整備の進

捗状況との整合性を図り、既存施設の維持管理に努めていく。

ウ 医療の確保に関する事項

医療については、国民健康保険直営診療所における診療体制、医療機器等の充実を図ると

ともに、長崎市内の医療機関との連携を強化し、救急医療、休日等の診療体制の充実を図る。

また、健康づくりや保健予防を推進するために、各種健康診断を実施し、地域保健活動の充

実を図る。

エ 高齢者の福祉その他の福祉の増進に関する事項

高齢者の福祉については、高齢者の継続的な在宅生活を支援するため、ホームヘルプサー

ビス、デイサービス、介護支援サービス等の各種サービスの充実とそれを担うマンパワーの

確保、育成に努める。また、介護保険の円滑な運営を図るため、高齢者の利用意向を充分に

反映したサービス提供基盤の充実及び拡充を図る。

障害者福祉についても、デイサービス等の充実を図るとともに、町内のバリアフリー化を

推進する。また、母子・児童福祉については、社会問題となっている児童虐待に関し、早期

発見と早期対応を促進し、地域ぐるみで家庭を支援する体制を整備するなど、保育サービス

の充実子育て支援星家庭への支援を推進する。

オ 教育及び文化の振興に関する事項

社会教育については、公民館、ヴィラオリンピカ等の社会教育施設を中心に、公民館講座、

子ども会活動、青少年健全育成活動等の学習活動をより一層充実させるとともに、社会教育

施設の利用促進に努める。また、学校教育については、児童の心の教育の充実や自ら学び自

ら考える力の養成に努める。

地域文化の創造については、住民の自主的グループ活動の育成を助成していくとともに、

文化財、歴史資料館の保存、保護を推進する。

カ 観光の開発に関する事項

観光の中心であったリゾート施設の再開を図るとともに、海洋性に恵まれた自然条件を活

かした観光施設の再整備及び充実強化を図る。このために、観光客が島を満喫できるような

サイクリングコースや海水浴場の整備、島の公園化などを推進し、島内の観光ルートを形成

するとともに、市町村合併を前提として近隣市町との連携を強化し、広域的な観光ネットワー

クを構築する。

� 両島の計画実施状況と現地調査を踏まえた問題点

先の両島の振興計画内容を概観したうえで、ここでは筆者らが行った現地調査をもとに計画の実

施状況と、問題点について若干述べていきたい。
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表４ 乗合バス輸送人員 （単位：人）

事業者名 平成元年度 平成６年度 平成１１年度 平成１３年度

高 島 �富川輸送 １２４，３３８ ６４，２０９ ７１，２０４ ７０，７４７

伊 王 島 伊王島 ７３，１１５ ６２，２６７ ５０，４９６ ６９，６２３

出典：長崎県地域振興部「長崎県離島振興計画」 http://www.pref.nagasaki.jp/rishin/mokuji.html

� 交通

交通に関しては表４のように年々、利用者数は減少している。両島ともに１回１００円の料金で利

用できることから、島内の移動手段の要になっていることは明らかである。これまでの現地調査の

なかでも、特に高島では高島港から乗合バスに乗車する島民の割合が高い。しかも、船の定期便の

到着にあわせて乗合バスが港に待機している。このことからも、高島では島民の移動手段として乗

合バスが重要や役割を果たしていることが理解できる。

一方、伊王島では人口比率でみた乗合バスの乗客数は高島ほど高くはない。この要因には、島内

の地理的状況が高島ほど広範に及んでないことが考えられる。また、伊王島の場合には来年、伊王

島大島が完成することによって、島内へ車の乗り入れがこれまでよりも容易になると予想される。

そうなれば乗合バスの乗客数も減少していくであろう。

両島における移動手段の確保は、今後そこで暮らす生活者のニーズを的確に把握し、安心して移

動の確保を保障するためにも、採算性だけではない交通手段の確保が重要になってくると思われ

る。

� 医療・福祉

これまでの調査によると、高島においては全人口６０１名のうち、男性が２６５名、女性が３３６名であ

る。そのうち６５歳以上の高齢者が３１８名（高齢化率５２．９％）で、その割合は男性が１２０名、女性が１９８

名となっている（２００９年８月末現在、長崎市福祉保健部調べ）。一方、伊王島は全人口７８８名のうち、

男性が３５３名、女性が４３５名である。そのうち６５歳以上の高齢者が３８７名（高齢化率４９．１％）で、そ

の割合は男性１３８名、女性が２４９名となっている。

高島においては、振興計画のなかでマンパワーの養成やヘルパー派遣事業、さらに既存の老人ホー

ムを利用したショートステイ及びデイサービスセンターを活用した福祉サービスの充実が掲げられ

ていたが、調査のなかで在宅高齢者が既存の老人ホームを利用するケースや、ヘルパー派遣事業等

の実施はされていなかった。また、医療に関しても医療の高度化・専門化に伴う質の高いサービス

の提供が計画されていたが、実際には島民の大半が軽度の疾病に関しては島内の診療所を受診し、

それ以外については島外（長崎市内）の医療機関へ出向いていることが明らかになっていた。

一方、伊王島では高島よりも福祉マンパワーが充実していることもあり、継続的な在宅生活を支

援する体制は整備されつつあるといえよう。医療に関しても、振興計画では国民健康保険直営診療

所における診療体制の充実が図られているが、伊王島大橋の完成後は緊急医療体制では救急艇のほ

かに、車での島外への移送も可能となることから、住民にとっては安心した医療サービスを受ける

ことができるといえる。
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表５ 観光客数の推移 （単位：人）

１９９０（平成２）年 １９９５（平成７）年 １９９７（平成９）年 １９９８（平成１０）年 １９９９（平成１１）年 ２０００（平成１２）年

高 島 ２，０９９ ３，３５０ １８，１３８ ４０，８２２ ３８，９９１ ３３，６５５

伊 王 島 １６０，０００ ２８１，２１１ ４１０，７２４ ４３５，８０６ ２１８，８０１ ２５６，８５４

出典：長崎県地域振興部「長崎県離島振興計画」 http://www.pref.nagasaki.jp/rishin/mokuji.html

� 観光

表５は両島における観光客数の推移である。圧倒的に高島よりも伊王島の観光客が多い理由に

は、宿泊施設を含む観光施設が充実していることがあげられる。高島においては、夏にキャンプ場

がオープンする以外は年間を通じて宿泊できる施設は１つしかない。またこれまでの聴き取り調査

によれば、夏のキャンプ場シーズンになると、島外からの高島への観光客も多くなるが、夏以外に

は釣り客程度しか高島へ上陸する人はいないという。

伊王島の場合には多数の観光客を収容できる温泉宿泊施設があることから、一定の観光客が見込

まれるといえる。

振興計画では両島とも観光の開発と交流の促進が掲げられているが、ハード面については両島と

も整備がある程度進んでいると思われる。

� 離島振興実施地域の指定解除をめぐる諸問題～伊王島大橋完成後の影響～

伊王島については、現在、伊王島大橋の架設工事が進められている（２０１１年春供用予定）。同大

橋は伊王島町と香焼町を結ぶ一般県道伊王島香焼線（約２．７キロ）の一部で、架橋後は市中心部か

ら伊王島までの所要時間が車で約３０分になる。

架橋後は長崎半島と陸続きになることから、現在の離島振興実施地域の指定を解除される可能性

が高い。離島振興実施地域の指定解除については、「離島振興実施地域の指定解除基準について」（昭

和５３年審議会決定）において次のように定められている。

「離島振興法に基づく離島振興対策実施地域を含む島しょに、同法及び他の法律（これに基づく命令を含

む。）に基づき、架橋事業等が行われ、これによって、当該島しょに係る離島振興対策実施地域の全部又
� � �

は一部と本土との間に常時陸上交通が確保されることになった場合には、同法にいう「隔絶性」が解消す

るものとして、当該地域の全部又は一部について指定を解除するものとする。この場合、準備にあてるた

め、上記の要件に該当することになる年度の次の年度に限り、指定の解除を猶予することができるものと

する。」（文中傍線は筆者）

つまり伊王島においては、香焼地区と架橋することによって、離島振興法にいう「隔絶性」が解

消されると考えられる。伊王島について離島振興実施地域の指定が解除された場合、どのような影

響がもたらされるのだろうか。

メリットとして生活の利便性の向上が指摘できる、架橋後は、路線バスの乗り入れ、マイカー活
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用による交通利便性の大幅向上、緊急時の救急車による本土への搬送が可能となる。また、帰りの

船の時刻を気にしなくてすむため、特にマイカー所有者の行動範囲の拡大、本土への出かける回数

の増加等、島民の移動の自由度が飛躍的に向上し、生活圏域の拡大等が図られるといえよう。

しかしながらデメリットとして、家電廃棄物やゴミの不法投棄の増加ならびに観光客の大幅な増

加によって、駐車場や食事処、トイレ等の受け入れ施設が必ずしも充足されないことも予想されう

る。

伊王島が離島振興実施地域の指定解除を受けた場合、高島にも少なからず影響がおよぶと考えら

れる。現在の航路では高島の島民は、伊王島経由の船便で長崎市内を行き来している。来年以降、

伊王島大橋が完成し、その後、伊王島が離島振興実施地域の指定解除を受けると、長崎港から伊王

島港までの船便が現在の便数よりも減少する可能性がなくもない。しかしながら、この問題は伊王

島だけの問題ではなく、船便の便数が減るということは、高島までの便数の減少にも影響してくる

のである。

伊王島島民の移動の確保は保障されるが、一方、高島島民の移動手段がこれまで以上に確保され

ないのであれば、高島で暮らす生活者にとってはゆゆしき問題である。今後、伊王島の離島振興実

施地域の指定解除を議論する場合には、高島における航路による生活者の移動確保の問題を含め、

総合的見地から検討する必要があろう。

４ 高島における住民ネットワーク構築へ向けた今後の生活支援のあり方

両島の振興計画の実施状況と現地調査から得られた見解をともに、ここでは住民ネットワーク構

築へ向けた今後の生活支援のあり方について、検討を進めていきたい。

� 人口減少を見据えた地域の主たる担い手の育成

表６は約４０年間を通した高島・伊王島の人口推移である。高島においては１９７５（昭和５０）年をピー

クに、伊王島に関しては１９６０年（昭和３０）年以降、年々人口が減少している。特に高島は三菱炭鉱

の城下町と言われてきたほど、炭鉱閉山後はその地域で生み出される産業がほとんどなく、家族を

もった島民は職を求めて島外へ転出していった（３）。

このように人口減少傾向にある両島において、そこで暮らす生活者の住民ネットワークの問題

は、島のあり方を考えるうえで重要な課題のひとつであると考えられる。その際、鍵を握るのが地

域の主たる担い手である。伊王島では昨年、地元出身者によって NPO法人が設立され、地域で暮

らす高齢者の在宅支援を中心に、子どもから高齢者までを対象とした包括的なサービスを提供する

動きが始まっている（４）。また、教会を拠点として地域活動（独居高齢者の見守り活動等）も定期的

に実施されており、寺社が地域活動に対して大きな役割を果たしている。今後は、人口減少を見据

え、NPO法人や教会を中心に地域のリーダーを育成し、行政サービスでは対応でできない住民ニー

ズへの対応が求められてくると思われる。

高島に関しては、これまでの歴史的な経緯から企業城下町として根付いた高島町の特有の文化の
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表６ 高島・伊王島の人口推移 （単位：人）

１９６０（昭
和３５）年

１９６５（昭
和４０）年

１９７０（昭
和４５）年

１９７５（昭
和５０年）

１９８０（昭
和５５）年

１９８５（昭
和６０）年

１９９０（平
成２）年

１９９５（平
成７）年

２０００（平
成１２）年

２００９（平成
２１）年８月

高 島 ２０，９３８ １９，８２５ １７，４１５ ８，２３２ ６，５９６ ５，９２３ １，２５６ １，０１９ ９００ ６０１

伊 王 島 ７，２６６ ６，８２２ ６，３４８ １，８８７ １，６８３ １，４０３ １，２３３ １，１６０ １，０３５ ７８８

出典：長崎県地域振興部「長崎県離島振興計画」 http://www.pref.nagasaki.jp/rishin/mokuji.htmlを筆者が一部修正

なかで、住民自治が培われにくい環境にあったと考えられる（５）。しかしながら、全く住民自治が形

成されていないわけではなく、２０１０（平成２２）年２月には「高島地区高齢者見守りネットワーク協

議会」が設立され、高齢者への声かけ、見守り、相談、安否確認等を行っている。この協議会は、

高島地区の自治会、シニアクラブ、民生委員協議会、警察、消防、郵便局、社会福祉協議会、行政

センターおよび大浦地区包括支援センター、長崎市高齢者すこやか支援課で構成されている。今後

は、この組織活動を通じて、地域の主たる担い手を育成していくという視点が必要不可欠であろう。

� 既存資源を活用した住民相互自助組織

これまでの現地調査を通して、住民ネットワークを構築する諸要素は両島ともに潜在的に存在し

ていると思われる。高島に関しては、趣味を通じた活動が活発であった。そこでは行政センターの

施設を利用し、定期的に趣味活動（バレーボール）を行っている。参加者の構成をみても２０代から

６０代の島民が参加をしており、世代間の交流にもつながっている。このような活動を契機として、

先述した見守りネットワーク協議会との連携や、老人福祉施設・デイサービスセンターとの交流を

通して、住民自助組織の基盤が形成されると考えられる。

伊王島については、既存施設（リゾート跡地等）を利用した地域サロンの開催や、NPO法人が

準備を進めている地域交流の場を中心に、島民同士のネットワーク形成が図られることが望まれ

る。また、大人数を収容できる温泉宿泊施設があることから、現在多くの島外の人々が島内観光に

訪問している。今後は、伊王島港の敷地内に島内外者とのコミュニケーションを図る機会づくり（例

えば、フリーマーケットの開催等）を通じて、島内で暮らす住民同士のネットワークを構築してい

く方法も考えられるだろう。

５ おわりに

炭鉱閉山後の離島地域では、雇用創出に関する問題を慢性的に抱え、それに伴い人口減少の傾向

が続いている。一方で、伊王島のように架橋によって離島振興実施地域の指定から解除される可能

性のある離島も存在する。伊王島が本土とつながることによって、そのメリット・デメリットを指

摘してきたが、高島に関してはメリットがほとんどなく、デメリットのほうが大きいことも明らか

になった。

このように離島地域を取り巻く社会環境が変化するなかで、そこで暮らす島民の生活にも少なか

らず影響がもたらされることになる。そのなかで、どのように住民のネットワークを構築していく
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のか、そこには中長期的視点を視野に入れた生活支援が求められてくるのである。

今回、両島の現地調査を通して、島を巡回するなかで、以前島民が使用していたであろうと思わ

れる生活用品等が無造作に廃屋の脇に捨てられている光景や、あるいは現在は使用されていない電

信柱の線に雑草が覆いかぶさっている様子を目にしてきた。

このように離島地域の栄枯を踏まえて、いま一度わが国の地域社会のあり方を検討することが、

そこで暮らす生活者の目線の高さで捉えることにつながってくると思われる。

注

� 高島・伊王島の選定理由については、小川直樹・田中孝明「離島生活高齢者の保護・医療・福祉をめ

ぐる現状と課題－長崎市高島町における高齢者生活史共同研究を手がかりに－」筑紫女学園大学・短

期大学部『人間文化研究所年報』第２０号（２００９年）５７頁以下を参照。

� これまでの研究成果として、（注１）前掲書や小川直樹・田中孝明「離島生活高齢者の生活史にみる

生活環境と生活意識－長崎市高島町における高齢者への聴き取り調査を中心にして－『筑紫女学園大

学・短期大学部 紀要』第５号（２０１０年）がある。

� 炭鉱閉山後の離職者の動向については、雇用職業総合研究所『地域における雇用創出に関する研究－

高島炭鉱離職者の追跡調査と閉山後の高島町町民の意識に関する研究－』（１９８９年８月）を参照。

� 昨年設立された NPO法人「ふるさと」に対する聴き取り調査では、来年をめどに小規模多機能型居

宅介護施設の建設を予定しており、そのスペースの一角には、子どもから高齢者までが集うことがで

きる地域交流サロンを考えているという。

� 高島の炭鉱社会では、「職員」「本鉱」「組夫」という三階層制があったといわれている。詳しくは、

山本勇次「長崎県高島の炭鉱離職者の『貧困のエートス』と、その変容」江口信清編『「貧困の文化」

再考』（有斐閣、１９９８年）２８１頁以下を参照。筆者の聴き取り調査でも、同様の指摘を島民から得てい

る。

※本研究は科研費研究助成・基盤研究Ｃ（課題番号２１５００７３５：代表者 赤星礼子）の研究成果の一部であ

る。

（おがわ なおき：人間福祉学科 教授）

（たなか たかあき：尚絅大学短期大学部 准教授）
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